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出生力の地域差は合計出生率で測れるが，それが結婚力の違いによるのか，夫婦出生力の違いに

よるのかが判別できれば，少子化過程の理解はさらに進む．こうした要因分解の方法には，例えば

プリンストン・プロジェクトによるI指標 （CoaleandTreadway1986）や山内の子ども女性比

の分解モデル（山内 2006）がある．しかし，間接標準化法に内在する問題や結婚年齢分布を考慮

しない夫婦出生力指標に対し問題も指摘されていた．本研究は総出生力変動，結婚力変動，夫婦出

生力変動の因果構造を整理した上で，これらの関係について市区町村単位の情報を用い，女性の有

配偶者割合が合計出生率を説明する対数線形モデルを推定した．これにより合計出生率の地域差に

対する結婚力効果（完結結婚量による直接効果と結婚タイミングよる間接効果）（モデル部分）と

夫婦出生力効果（残差項）の寄与を分離することを試みた．結婚力効果，夫婦出生力効果の特徴に

より全市区町村を分類するとともに，結婚力の直接効果の地域差に基づく女性50歳時有配偶者割合，

結婚タイミング効果および夫婦出生力効果の地域差に基づく夫婦の完結出生児数を市区町村別に推

計し，概ね実績値に見られる地域分布を再現することがわかった．市区町村データには豊かな情報

が含まれており，人口学の理論や方法論を適切に用いれば，比較的単純な変数や手法であっても有

効な情報を取り出せることを示している．

【キーワード】市区町村別合計出生率，結婚力効果，夫婦出生力効果，対数線形モデル
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Ⅰ．研究の背景と目的

出生力は個々人の属性や意識のほか，文化圏や生活環境といった地域の文脈にも影響を

受ける（Luci-GreulichandTh�evenon2013）．生活圏に近いと考えられる市区町村単位

で把握される出生力指標は，地域の年齢構造などの構成効果のほか，子育て環境の影響，

自治体単位での取り組みの効果や，当該地域で生じた自然災害の影響など，地域に特有な

影響を及ぼす文脈効果を検証する際に有効な情報となる．その際，人口の規模や年齢構造

の影響を受けない合計特殊出生率（totalfertilityrate,TFR，以下「合計出生率」）は，

市区町村出生力の比較に最適である．しかしながら，日本社会のように，結婚と出産の結

びつきが強い社会では，結婚の発生状況が出生力に大きく影響する．そして出生力の変動

にどの程度こうした結婚変動が寄与しているのか，また結婚力の影響を除去した夫婦の出

生力の把握には常に高い関心が寄せられる．なぜなら結婚が遅れる，あるいは減少する要

因と夫婦の出生行動が抑制される要因は異なることが多く，対策も異なるからである

（Jones2007）．出生力の変動を結婚力の変動と夫婦出生力の変動に分けて把握できれば，

少子化過程の理解や対応策の議論に役立つであろう．

そこで本研究では，合計出生率の地域差を結婚力の効果と夫婦出生力の効果に分離して

把握する方法を検討する．具体的には，合計出生率を女性の有配偶者割合で説明する対数

線形モデルを考え，モデル値を結婚力の総合効果，モデル残差を結婚力以外の効果―ここ

では主に夫婦の出生行動による夫婦出生力効果―とみなす．結婚力には50歳時未婚率の上

昇（50歳時既婚率の低下）といった再生産年齢期間における結婚量の完結レベルが女性一

人当たりの出生児数を引き下げる効果と同時に，晩婚化などの結婚タイミングの遅れが，

結婚後の夫婦の子ども数を抑制することを通じて出生力を引き下げる効果があると考えら

れる．以下では前者を結婚力の直接効果，後者を結婚力の間接効果と呼び，本研究では操

作変数法を用いて結婚力の総合効果を，これらの直接効果と間接効果に分解することを試

みる．

本稿では，はじめに地域を対象とした既存の結婚力と夫婦出生力の分解方法をレビュー

し課題を整理する（II章）．続いて，合計出生率を女性の再生産期間の有配偶者割合で説

明する対数線形モデルを利用して総出生力変動を結婚力効果（直接効果と間接効果）と夫

婦出生力効果に分解するモデルを提示する（III章）．モデルの推定結果をもとに市区町村

別の結婚力効果と夫婦出生力効果を考察するとともに，市区町村別に女性50歳時有配偶者

割合と夫婦完結出生児数を推計し（IV章），結果を総括する（V章）．
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Ⅱ．先行研究における結婚力指標と夫婦出生力指標

近代的避妊技術が普及する以前の社会においても，結婚は実質的な出生抑制の手段とし

て用いられてきた（たとえば，Bengtsonetal.1998）．また，J.ヘイナルが近代以前の

欧州では，サンクトペテルブルク＝トリエステ線を境に東側が皆婚社会，西側が晩産・非

婚社会であったことを示したように（Hajnal1965），有配偶者の割合は社会や時代によっ

て異なることが知られている（Reher1998）．従って人口学においては，結婚変動が出生

力を規定する側面に常に関心が払われてきた．代表的なものに，女性人口に対する総出生

数（女性一人あたりの生涯出生数）を，女性人口に対する有配偶女性人口（有配偶者割合）

と有配偶女性人口に対する出生数（有配偶出生率）に分解するアプローチがある．コール

の I指標（CoaleandWatkinseds.1986）が有名であるが，日本では，山口・笠原

（1983）が全国の有配偶率で標準化した合計出生率を推定したほか，山内は市区町村の子

ども女性比を婚姻力と夫婦出生力に分解するモデルを提示している（山内 2006）．はじめ

にコールと山内のモデルをレビューし，それらをふまえ本研究におけるモデル構築の意義

を述べる．

1. コールのI指標

出生力が結婚力に規定される側面に関心を寄せ，結婚力を統制した夫婦出生力の地域差・

時代差を分析した研究に，プリンストン・プロジェクト（欧州出生力プロジェクト）があ

る（CoaleandWatkinseds.1986）．この研究は19世紀，20世紀初頭の欧州における600

ほどの州（provinces）で観察された出生力の低下過程を分析したものである．この時代

を分析対象とする場合，使用できるデータは出生数や年齢別人口など基礎的なものに限ら

れる．そこでコールらは間接標準化法を用いて，総出生力水準，結婚力水準，有配偶出生

力水準についての比較可能な相対指標を提案した．結婚力に用いられたのは女性の有配偶

者割合であり，夫婦出生力に用いられたのは合計有配偶出生率である．結婚力の間接標準

化に用いられた標準スケジュールは，女性が15歳で全員結婚する状態，すなわち，15歳以

上の年齢5歳階級別有配偶者割合 P5 M・はすべて1で，15～49歳における7階級の平均有

配偶者割合PM15・19が1の状態である．そして合計有配偶出生率についての間接標準化

のための標準スケジュールには，人間社会における現実的な最大出生力と言われる，北米

のハテライト（Hutterite）人口で1921～1930年に観察された年齢別有配偶出生率が用い

られた．ハテライトは宗教上の理由により避妊も中絶もなく，授乳による産後不妊期間が

短いため出生力が極めて高い．計算に用いられた年齢 5歳階級別有配偶出生率

5ASMFR
Hut
・ は15～19歳0.300，20～24歳0.550，25～29歳0.502，30～34歳0.447，35～39歳

0.406，40～44歳0.222，45～49歳0.061である．つまり標準となる女性1人当たりの子ども

数
s
TFRは，15～49歳女性の平均有配偶者割合PM

Max
15・19・・1・とハテライトの合計有配偶

出生率 TMFR・・12.44・の積で12.44と計算される（CoaleandTreadway（1986）,p.34）．
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式で示すと下記となる．

s
TFR・PM

Max
15・19・TMFR

Hut

・・1・7・・
45
・・15 P5 M

Max
・ ・・・5・・

45
・・155ASMFR

Hut
・ ・

・・1・7・7・・・5・・0.300・0.550・0.502・0.447・0.406・0.222・0.061・・

・12.44.

(1)

対象地域の指標は，この標準水準に対する比で表される．すなわち，15歳以上の女性が

全員有配偶であり，かつハテライトの出生スケジュールに従った場合に期待される出生数

と現実の出生数との比が「総出生力相対指標」Ifとなる．当該地域の再生産年齢有配偶女

性人口が，このハテライトの出生スケジュールに従った場合に期待される有配偶出生数と

現実の有配偶出生数との比が「夫婦出生力相対指標」Igとなる．そして，当該地域の再生

産年齢女性人口が，このハテライトの出生スケジュールに従った場合に期待される出生数

と当該地域の再生産年齢“有配偶”女性人口が，このハテライトの出生スケジュールに従っ

た場合に期待される出生数との比が「有配偶者割合相対指標」Imとなる．

コールのモデルを，総出生数B，有配偶女性の出生数B
m
，・・・・5歳の年齢5歳階級

別女性人口 W・5 ，年齢5歳階級別有配偶女性人口 M・5 ，標準となるハテライトの年齢別出

生率を h・5 で表すと，総出生力相対指標If，夫婦出生力相対指標Ig，有配偶者割合相対指

標Imはそれぞれ以下となる．

If・
B

・
45
・・15・h・5 W・5 ・

, (2)

Ig・
B

m

・
45
・・15・h・5 M・5 ・

, (3)

Im・
・

45
・・15・h・5 ・ M・5 ・

・
45
・・15・h・5 ・W・5 ・

. (4)

仮に無配偶女性からの出生を無視できるとすれば・B・ B
m
・，上記指標の関係は，

If・ Im・Ig, (5)

となる１）．ただし，これらの指標は当該地域の出生の年齢パターンを直接用いるものでは

ないため人口の年齢構造は完全には標準化されない．つまり，ハテライトの年齢別出生率
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1）CoaleandTreadway（1986）におけるフルモデルでは，無配偶女性からの出生も想定しており，無配偶女

性の出生力相対指標をIhとすると，

If・ Im・Ig・・1・Im・・Ih ,

となる．



パターンが年齢別女性人口から発生する期待出生数の重みとなるため，仮に年齢別有配偶

出生率が全く同じ地域であっても，人口の年齢構造が異なれば，Igの推定値は異なってし

まうことに注意を要する（CoaleandTreadway1986,pp.156-157）．これは間接標準化

法の方法論的限界と言える．

以上の指標を用いて各地域の「再生産年齢女性1人当たり生涯出生数」，すなわち合計

出生率TFRは以下のように示される．なお，ここでは無配偶女性からの出生は無視でき

るとしている．

TFR
i
・ T

s
FR・ If

i

・・PMMax
15・49・TMFR

Hut・・・Imi
・Ig

i・

・ ・1・Im
i・・・12.44・Ig

i・
・ P

s
M

i
15・49・ T

s
MFR

i
.

(6)

当該地域の女性1人当たりの生涯出生数は，ハテライトの年齢別出生率スケジュールで

標準化された再生産年齢範囲の有配偶者割合 P
s
M

i
15・49と合計有配偶出生率 T

s
MFR

i
に分

解される．

2. 山内の子ども女性比モデル

これに対し山内（2006）のモデルは，コールのモデルと同様，間接標準化法を用いるが，

小規模地域が含まれる日本の市区町村の長期時系列分析を目的とする．従って「合計出生

率」の代わりに静態統計のみから算出できる「子ども女性比」（Child-WomanRatio,

CWR）を用い，「合計有配偶出生率」の代わりに「子ども有配偶女性比」（15～49歳“有

配偶”女性人口に対する0～4歳人口の比，Child-MarriedWomanRatio,CMWR）を

用いて指標の安定化を図っている．また，コールは，15歳時皆婚とハテライトの有配偶出

生率を標準に用いたのに対し，山内のモデルでは分析対象年の全国水準が用いられている．

子ども女性比（CWR）は，15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の比であり，婚姻

力（MR）は15～49歳女性人口に対する15～49歳有配偶女性人口の比である．そして夫婦

出生力（CMWR）は15～49歳有配偶女性人口に対する0～4歳人口の比である．P，P
F
，

P
Fm
を，それぞれ総人口，女性人口，有配偶女性人口とすると，総出生力（子ども女性比，

CWR）は，以下のように婚姻力（有配偶者割合，MR）と夫婦出生力（子ども有配偶女

性比，CMWR）に分解できる．

CWR・
P05

・
45
・・15 P・5

・
・

45
・・15 P

Fm
・5

・
45
・・15 P

F
・5

・
P05

・
45
・・15 P

Fm
・5

・MR・CMWR.

(7)

ただし，これらCWR，MR，CMWRの指標を市区町村別に求めると，市区町村の年
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齢構造の違いに影響をうける．そこで山内（2006）は，年齢構造を標準化した指標

Cs WR， Ms R， Cs MWRを下記のように求めた．山内のモデルで間接標準化のために推定

される水準調整係数cをコールのI指標に対応させるために，以下では，Ifに対応する標

準化出生比をcf，Imに対応する標準化有配偶者割合比をcm，Igに対応する標準化有配偶

出生比をcgで表す．

年齢構造が標準化された市区町村iの子ども女性比（間接標準化子ども女性比） Cs WR
i

は全国の子ども女性比 CWR
I
と各市区町村の標準化出生比cf

i
により以下のように求めら

れる．

Cs WR
i
・CWR

I
・ cf

i

・CWR
I
・

P
i
05

・
45
・・15・・

I
・5 ・ P

F,i
・5 ・

.
(8)

ここで ・
I
・5 は，標準となる全国の母の年齢5歳階級別出生数の5年間の累計を，年齢5

歳階級別女性人口で除した年齢別出生率に相当するもので，第2項の分母は，市区町村i

において年齢別出生率が全国水準であった場合に期待される0～4歳人口である．

同様に，年齢構造が標準化された市区町村iの間接標準化有配偶者割合（15～49歳女性

の有配偶者割合） Ms R
i
は全国の有配偶者割合 MR

I
と各市区町村の標準化有配偶者割合比

cm
i
により以下のように求められる．

Ms R
i
・ MR

I
・ cm

i

・ MR
I
・

・
45
・・15 P

Fm,i
・5

・
45
・・15・・

I
・5 ・ P

F,i
・5 ・

.
(9)

ここで ・
I
・5 は，標準となる全国の女性の年齢5歳階級別有配偶者割合で，第2項の分母

は，市区町村iにおいて年齢5歳階級別有配偶者割合が全国水準であった場合に期待され

る15～49歳有配偶女性人口である．

そして，年齢構造が標準化された市区町村 iの間接標準化子ども有配偶女性比

Cs MWR
i
は，年齢別有配偶出生率の代わりに，子ども有配偶女性比の実績と期待値との

比cg
i
を水準調整係数に用いて，以下のように求める．

Cs MWR
i
・ CMWR

I
・ cg

i

・ CMWR
I
・

P
i
05 ・・

45
・・15 P

Fm,i
・5

・
45
・・15・・

I
・5 ・ P

F,i
・5 ・・・45

・・15・・
I
・5 ・ P

F,i
・5 ・

.
(10)

現代日本の出生力分析に用いる場合，標準に皆婚やハテライト指標ではなく，全国の有

配偶者割合，年齢別出生率，子ども有配偶女性比を用いている点で，より現実的な標準化

推定値が得られると期待できる．無配偶出生が十分無視できる場合は，コールのI指標が
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If・ Im・Igとなるのと同様，cf・ cm・cgとなる．したがって，間接標準化子ども女性比

は，下記のように間接標準化有配偶者割合 Ms Rと間接標準化子ども有配偶女性比

Cs MWRに分解できる．

Cs WR
i
・ CWR

I
・ cf

i

・ CWR
I
・ cm

i
・ cg

i

・MR
I
・ cm

i
・ CMWR

I
・ cg

i

・ Ms R
i

・ Cs MWR
i
.

(11)

3. 先行研究における分解モデルの課題と本研究におけるモデルの意義

前節で示した先行研究には共通する2つの課題がある．それらをふまえて本研究の意義

を述べる．

(1)先行研究における一つ目の課題は，コールのI指標，山内の指標はともに間接標準化

法を用いていることに関わる．間接標準化は，年齢別の動態数など詳細なデータが得られ

ない場合にも，標準パターンを適切に設定すれば人口の年齢構造の違いを統制でき，地理

的バリエーションや時間的変化を適切に評価できる有用な人口学手法である．一方で実際

に年齢別に求めた率を用いて直接標準化したものではないため，標準に用いる年齢パター

ンと実際のパターン（非観察）の乖離に水準調整係数が影響を受けるという方法論的限界

や標準選択の任意性がはらむ問題も有している．本研究では，地域別年齢別に求めた率に

基づく指標の関係を分析の対象とすることにより，人口の年齢構造の影響を受けない指標

を求める．

(2)二つ目の課題は，(6)式が示すように，コールのモデルにおける夫婦出生力相対指標

Igが，合計有配偶出生率（TotalMaritalFertilityRate,TMFR）に対する相対値となっ

ている点である．合計有配偶出生率を夫婦の出生力指標と見なす問題は，たとえば

S�anchez-Barricarte（2001）や日本においては廣嶋（2001）によってかねてより指摘され

ている．S�anchez-Barricarte（2001,p.4）は，Igが当該地域の合計有配偶出生率と高い相

関を示すことを指摘した上で，この指標は結婚年齢の分布を考慮せず，結婚はすべて15歳

で起こると仮定していること，そして15歳で結婚した女性が年齢別有配偶出生率に従って

子どもを産んだ場合の夫婦当たりの子ども数であると指摘する．図1に年齢別有配偶者割

合の模式的パターンを示した．横軸は女性の年齢，縦軸が有配偶者割合である．破線で示

した平均的結婚量はa,b,cいずれも50％であるが，実際の年齢別有配偶者割合は，黒い太

線で示したように結婚年齢の分布によって変化する．実はコールのモデルが想定するのは，

左のaのような全ての結婚が15歳で起きる社会である．しかし現実の社会は，bやcのよ

うに低水準から高水準に上昇するはずであり，この傾き（若年結婚が多いか少ないか）は

夫婦の子ども数に影響をあたえる．夫婦出生力の指標は，本来，年齢別有配偶出生率だけ

でなくこのような結婚年齢（結婚持続期間）分布を考慮する必要があるというのが

S�anchez-Barricarte（2001）が指摘した問題であり，彼は夫婦出生力として平均初婚年齢
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で結婚した女性の子ども数という代替指標を提案している．コールの指標と同様に山内の

モデルも分母となる有配偶女性の結婚年齢構造は考慮されていない．結婚年齢（結婚持続

期間）の分布を考慮できていないコールの指標や山内のモデルにおいては，夫婦出生力指

標の変動に，結婚年齢パターンの違いによる効果（早婚地域では夫婦の子ども数が多く，

晩婚地域では少ない）を含むことになる．こうした状況は，指標に基づく結婚力，夫婦出

生力の解釈をわかりにくいものにしている．
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図１ 年齢別有配偶者割合の模式パターン（平均結婚量は同水準で結婚タイミングが異なる）

4040 15 20 25 30 3540 15 20 25 30 35

a. 15 b. c. 

15 20 25 30 35

(
)

注：破線は有配偶者割合の平均水準，斜めの黒太線が実際の年齢別有配偶者割合を表す．

図２ 総結婚力（結婚タイミング，完結結婚量）と夫婦出生力，総出生力の関係図

b

a

(50 )

注：①aは総出生力に対する完結結婚量（女性の50歳時有配偶者割合）に基づく結婚力の直接効果．
①bは結婚タイミング（結婚年齢構造）が夫婦の子ども数変動を介して総出生力に影響する結婚力の
間接効果．①は両者を合わせた結婚力の総合効果．②は結婚力によらない純粋な夫婦出生力効果．夫
婦の完結出生児数は結婚のタイミング効果と夫婦出生力効果の両方により変動する．なお，ここでは
離死別再婚過程，無配偶出生の発生は考えない．



市区町村分析においては結婚年齢情報や結婚持続期間情報を用いるモデル構築は困難で

ある．そこで本研究では操作変数法を利用して間接的な方法で結婚年齢構造が出生力に与

える影響を識別する．具体的には，結婚力の出生力に対する効果には，結婚量の完結レベ

ルがもたらす効果と結婚のタイミング構造がもたらす効果があると考え，前者は50歳時有

配偶者割合の多寡，すなわち夫婦になる人の量が出生力を直接規定するのに対し，後者は，

晩婚夫婦の子ども数は少ないというように，結婚年齢構造の差異が夫婦の子ども数の変動

を介して間接的に出生力に影響すると考える．図2にこれら各変量の関係図を示した．総

結婚力には完結結婚量の要素と結婚タイミングの要素がある．完結結婚量に基づく結婚力

の直接効果（①a）と結婚タイミングに基づき夫婦の子ども数変動を経由する間接効果

（①b）が合わさった①が結婚力の総合効果である．②は夫婦出生力効果であり，結婚力

によらない純粋な夫婦の出生行動に起因する．なお，操作変数法を用いて結婚力総合効果

を直接効果（①a）と間接効果（①b）に分離する方法については次章で述べる．

Ⅲ．本研究におけるモデルとパラメータの推定方法

1. 本研究における出生力モデル

本研究では，合計出生率が，標準となる合計出生率と，(1)完結結婚量に基づく結婚力

の直接効果，(2)結婚タイミングに基づく結婚力の間接効果，(3)夫婦出生力効果（いずれ

も標準に対する相対値）の積で表せると考える．式は以下となる．なお，コールのI指標

は総出生力を示すラベルをf，結婚力をしめすラベルをm，夫婦出生力を示すラベルをg

としたが，本研究では総出生力を表すラベルを・，結婚力を示すラベルは・，夫婦出生力

を示すラベルを・とする．そして結婚力の量的側面を・q（quantum），タイミングの側

面を・t（timing）と表す．また，コールのモデルと同様，無配偶女性からの出生は無視

できるとする．

TFR
i
・TFR

c
・ I・

i

・TFR
c
・ I・q

i
・ I・t

i
・ I・

i
.

(12)

TFR
i
は市区町村iで観測される合計出生率の実績値である．TFR

c
は標準となる合計

出生率である．I・
i
は標準合計出生率に対する総合相対効果である．I・

i
はさらに3つの相

対効果に分解される．(1)完結結婚量に基づき合計出生率を直接変動させる「結婚量に基

づく結婚力の直接効果」I・q，(2)結婚タイミングに基づき，夫婦の子ども数を介して合計

出生率を変動させる「結婚タイミングに基づく結婚力の間接効果」I・t，(3)結婚力によらな

い（結婚力から影響を受けない）「夫婦出生力効果」I・である．結婚力の直接効果と間接

効果をあわせたものが「結婚力総合効果」I・であり，以下のように示される．

I・
i
・ I・q

i
・ I・t

i
. (13)
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また，合計出生率は，標準合計出生率と「結婚力総合効果」「夫婦出生力効果」の積で表

すことができ，「結婚力総合効果」は結婚環境に対するアウトカム指標，「夫婦出生力効果」

は夫婦の出産や子育て環境に対するアウトカム指標として利用できる．

TFR
i
・TFR

c
・ I・

i
・ I・

i
. (14)

2. 観察可能な変数を用いた定式化

前節で示した各指標を算出するために，実際に観察可能な変数を用いて，以下のような

モデルを定式化する．

TFR
i
・TFR

c
・・PM

i
・PM

I
・
・
・ v

i
. (15)

ここでTFR
c
は標準合計出生率となる定数である．PMは再生産年齢女性の平均的有配

偶者割合（proportionmarried）である．ここでは分析対象とする2015年において再生

産年齢の範囲で合計出生率との相関が最も高かった，20～39歳女性の5歳階級別有配偶者

割合の平均値・・・・
35
・・20 P5 M・・・4・を用いた（有効有配偶者割合）．この有効有配偶者割

合と合計出生率との相関係数は0.63であり高い正の関係を示す．PM
i
・PM

I
は全国値で基

準化した地域iの有配偶者割合である．・は「有配偶者割合効果係数」であり，有配偶者

割合と合計出生率との関係の強さを示す（図2における①の効果）．v
i
は有配偶者割合の

影響以外で変動する市区町村固有の値であり，今回考慮しない離再婚の影響や測定誤差な

どを含むが，ここでは主として夫婦出生力の効果であると見なす（図2における②の効果）．

v
i
・expu

i
とし，基準化された有配偶者割合を・PMとすると，(15)式は，

TFR
i
・TFR

c
・・PM

i・

・expu
i
. (16)

となる．これを対数変換すると，対数合計出生率を従属変数，基準化された対数有配偶者

割合を説明変数，・（有配偶者割合効果係数）を結婚力総合効果を測るパラメータとする

対数線形モデルになる．

lnTFR
i
・lnTFR

c
・・ln・PM

i
・ u

i
. (17)

ここで，

E・u
i
・ln・PM

i
・・0, (18)

var・u
i
・・・

2
, (19)

cov・u
i
,u

j
・・0 foralli・ j, (20)
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とすると，(18)～(20)式の仮定のもとで，モデル定数lnTF・R
c
およびパラメータ・を最小

二乗法によって求める．説明変数である基準化対数有配偶者割合ln・PM
i
と対数合計出

生率lnTFR
i
との関係が・で記述されるが，これは完結結婚量の水準（生涯未婚率の水準

とも言い換えられる）が対数合計出生率に与える影響に加え，結婚年齢分布の特徴が夫婦

の子ども数を変動させる影響の両方を含む．推定されたパラメータにより下記式が得られ

る．

lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・ln・PM

i
・u

i
. (21)

これを真数に戻すと，対象市区町村の合計出生率に対し，(14)式で示した標準合計出生

率，結婚力総合効果，夫婦出生力効果の各推計値を得る．

TFR
i
・TF・R

c
・・PM

i
・PM

I
・
・・
・expu

i

・TF・R
c
・ I・u

i
・ I・・

i
.

(22)

3. 夫婦の子ども数に影響しない結婚力の直接効果の推定（操作変数法の利用）

本モデルは女性の20～39歳有配偶者割合の平均（有効有配偶者割合）を説明変数に用い

ている．しかしII.3で説明したように，平均有配偶者割合の効果は，結婚量の完結レベ

ルの効果と，結婚タイミングが夫婦の子ども数を介して合計出生率を変動させる効果の両

方を含む結婚力の総合効果である．そこで完結結婚量の効果と結婚タイミングによる効果

を分離する方法を検討する．
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図３ 年齢別有配偶者割合の模式パターン（完結結婚量と結婚タイミングの連動）

4040 15 20 25 30 3540 15 20 25 30 35

d. f. e. 

15 20 25 30 35

(
)

注：破線は有配偶者割合の平均水準．斜めの黒太線が実際の年齢別有配偶者割合を示す．右縦軸上のグレー
の太線は完結結婚量で，ここでは40歳時の有配偶者割合を示す．パネルd，e，fにより晩婚化は完結結婚
量の減少を伴うことを模式的に示す．



一般に結婚の量とタイミングの変化は連動すると考えられる．例えば2015年の都道府県

別の妻の平均初婚年齢と20～39歳女性の平均有配偶者割合２）との相関は－0.62であり，比

較的強い負の相関を示す．妻の平均初婚年齢分布が高齢にシフトすると完結結婚量は低下

する．図3に完結結婚量と結婚タイミングの関係を模式的に示したが，dのように若年結

婚が多ければ完結結婚量は多い．他方fのように晩婚社会では完結結婚量は少なくなる．

そして若い結婚が多ければ夫婦の子ども数は増え，高齢結婚の割合が高いほど夫婦の子ど

も数は減る．つまり結婚タイミングの変化を伴う完結結婚量の効果は，結婚タイミングが

夫婦出生力に及ぼす影響を通じて出生力に対し内生性があると言える．このような場合，

通常の最小二乗法では一致推定量を得られない．そこでこのような内生性を考慮し，操作

変数を用いて結婚タイミングの影響を除去した完結結婚量効果の推定を行う．

今回は下記のような操作変数を利用し，二段階最小二乗法によって2つめのパラメータ，

すなわち完結結婚量のみに基づき，夫婦の子ども数を介さずに合計出生率に影響する結婚

力の直接効果・IVを推定する．操作変数zは，次の性質を満たす必要がある．

cov・z
i
,u

i
・・0, (23)

cov・z
i
,ln・PM

i
・・0. (24)

操作変数としては，説明変数である基準化対数女性有配偶者割合とは相関するが，合計

出生率とは相関しない変数が候補となる．今回は5歳階級別に総人口に占める男性割合を

求め，それを20～39歳で平均した男性人口割合PP
M
を利用する．これを全国値で基準化

し対数変換した値ln・PP
M
を操作変数とした．この基準化対数男性人口割合は，結婚力

総合効果の寄与を測る基準化対数有配偶者割合とは0.186（総人口1万人以上市区町村で

は0.257）の相関を示す一方，夫婦出生力と関連があるとは考えにくい．実際，基準化対

数男性人口割合と従属変数である対数合計出生率との相関係数は0.099（総人口1万人以

上市区町村では0.098）であり，ほぼ無相関である．なお図4に基準化対数男性人口割合

と基準化対数女性有配偶者割合および対数合計出生率との散布図を示した．
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2）平均初婚年齢は「人口動態調査」（厚労省），上巻婚姻第9.12表2の初婚の妻（各届出年に結婚生活に入り届

け出たもの）について．有配偶者割合は2015年「国勢調査」（総務省）の日本人女性に基づく．



図5には操作変数の役割を示している．総出生力（Y）と相関しない操作変数（IV）

で予測した有配偶者割合（X）を用いることにより，(21)式で推定されていた結婚力総合

効果①から①bの効果が除去され，総出生力（Y）に対する完結結婚量の直接効果①aが

推定される．

―90―

図５ 総出生力に対する結婚力効果と操作変数の役割

b 

 

a Y

( )

IV: 

( )

U: 

U: 

U: 

X: 

( )

注：操作変数であるIV:男性人口割合は，Y:合計出生率とはほぼ無相関であり，IVにより予測されたX:平均
有配偶者割合のYへの影響からは，非観察のU:結婚タイミングが，非観察のU:夫婦の子ども数に及ぼす影
響が取り除かれている．①の効果から①aを取り除けば①bの効果が得られる．

図４ 基準化対数男性人口割合（x軸）と基準化対数女性有配偶者割合（y軸）との散布図（左）

および対数合計出生率（y軸）との散布図（右）
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注：破線はx軸，y軸の変数の関係を示す線形近似直線．なお男性人口割合および女性有配偶者割合はトップお
よびボトムコーディングを行っている（IV.1節）．



具体的には以下の手順で・IVを推定した．まず，第1段階で下記の基準化対数有配偶者

割合のモデルを最小二乗法によって推定し，基準化対数有配偶者割合の予測値ln・PM
・i

を得る．

ln・PM
i
・ c0・・0ln・PP

M,i
・e

i
. (25)

ln・PM
・i

・ c・0・・・0ln・PP
M,i

. (26)

この予測値を第二段階のモデルの説明変数として用いて，内生性を考慮した完結結婚量

の効果・IV（図5の①a）を推定する．

lnTFR
i
・ c・・IVln・PM

・i
・w

i
. (27)

ここで，

E・w
i
・ln・PM

・i
・・0, (28)

var・w
i
・・・

2
, (29)

cov・w
i
,w

j
・・0 foralli・ j, (30)

のもとで，最小二乗法により・IVの推定値を得る
３）．前節で示した結婚力の総合効果係数

・（図5の①）と残差項u
i
のモデル（(21)式）は以下であった．

lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・ln・PM

i
・ u

i
. (21)

ここに，結婚タイミングによる効果が除去された完結結婚量に基づく直接効果の係数

・IVを用いれば，以下の(31)式のように結婚タイミングの総出生力への寄与が分離される．

lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・ln・PM

i
・ u

i

・lnTF・R
c
・・・ln・PM

i
・・・・ln・PM

i
・・・IVln・PM

i
・・ u

i

・lnTF・R
c
・・・ln・PM

i
・・・・・・・IV・ln・PM

i
・ u

i
.

(31)

右辺の第2項が完結結婚量に基づく直接効果（図5の①a）であり，第3項は結婚タイ

ミングによる間接効果（①b）である．そして第4項のu
i
は，結婚力によらない夫婦出生

力による効果（②）である．上記式を真数に戻すと，各I指標が推計される．
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3）実際には，予測値として計算されたln・PM
・i

を説明変数として推定した標準誤差や分散共分散行列推定量

は(31)式の分解のためのモデル（lnTFR
i
・ c・・IVln・PM

i
・ w

i
，ただしw

i
は(28)～(30)式にしたがう）の

ものから乖離し修正が必要である（たとえばHayashi2000:p.231）．結果を示した表3には修正した値とと

もに修正前の値を( )内に示した．



TFR
i
・TF・R

c
・・PM

i
・PM

I
・
・・IV・ ・PM

i
・PM

I
・
・・・・・・IV・ ・expu

i

・TF・R
c

・ I・q
i

・ I・t
i

・ I・
i
.

(32)

市区町村iの標準合計出生率に対する総合効果I・
i
は，完結結婚量に基づく結婚力の直

接効果I・q
i
と結婚タイミングが夫婦の子ども数を変動させる結婚力の間接効果I・t

i
，そし

て結婚力に依存しない夫婦出生力効果I・
i
に分解される．そして前者2つをまとめた結婚

力総合効果I・と夫婦出生力効果I・により，互いに無相関である「結婚行動の変化（地域

差）に起因する結婚力効果」と「夫婦の出生行動の変化／差異に起因する夫婦出生力効果」

が推計される．

なお，市区町村等を単位とする地域データを扱う場合は，近接する地点ほど類似の特性

を示す空間的従属性（spatialdependency）に注意を払う必要がある．今回用いる合計出

生率，20～39歳女性有配偶者割合（ともに対数値）について，近接する地点間の空間的自

己相関を示すMoranのI統計量４）によって全国的な状況を確認すると，それぞれ0.641，

0.379であり，空間的従属性が認められた．本研究は先行研究における結婚力と夫婦出生

力の分解方法の改善を第一義的目的とする観点から最も単純なモデルを想定し，各変量の

地域関係についての全国平均水準による記述（モデル化）と統計的に独立なサンプリング

を仮定して統計的推論を行っている．こうした空間的従属性を考慮した場合にどのように

結果や解釈が異なるかについては，今後検証すべき重要な論点であると指摘しておく．

Ⅳ．データとモデル推定結果

1. 使用するデータ

従属変数には，厚労省が5年ごとに公表している市区町村別合計出生率のベイズ推定値

を用いる（厚労省 2020）．ベイズ推定では，同じ都道府県に属する市区町村の出生の状況

は似通っていると仮定し，同一都道府県内のほかの市区町村の出生の状況を援用すること

で小地域も含む市区町村指標の安定化が図られる５）．今回用いる合計出生率は2013～2017

年のデータを用いて推定されている．

説明変数である女性の有配偶者割合は，2015年「国勢調査」の配偶関係別日本人人口
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完結結婚量に基づく直接効果 結婚タイミングに基づく間接効果 夫婦出生力効果

� � � � � � � � � � � � �結婚力総合効果

4）Nを地点数，・iを地点iの変数，wijを地点ij間の空間加重行列，・・を全地点の平均値とすると，Moranの

I統計量は，

I・
N

・
N
i・1・

N
j・1wij

・
・

N
i・1・

N
j・1wij・・i・・・・・・i・・・・

・
N
i・1・・i・・・・

2 ,

として得られ，1に近いほど空間的自己相関が強く，-1に近いほど弱いことを示す（Moran1950）．

5）市区町村別合計出生率のベイズ推定値の解説および実績値との比較については小池（2021）に詳しい．



（配偶関係不詳をあん分後）を用いて，各市区町村の20～24歳，25～29歳，30～34歳，35

～39歳の女性有配偶者割合を算出し，それを平均した（有効有配偶者割合）．基準化に用

いた2015年の全国の有効有配偶者割合は43.8％である．

操作変数に用いる男性人口割合は2015年「国勢調査」総人口（年齢・国籍不詳あん分後）

より，各市区町村の20～24歳，25～29歳，30～34歳，35～39歳の総人口に占める男性割合

を算出し，それを平均した．基準化に用いた2015年の全国の男性人口割合は50.9％であっ

た．

なお，人口の少ない小地域における女性の有配偶者割合および男性人口割合は極端な値

（外れ値）をとることがある．こうした外れ値は変数間の関係に影響し誤った解釈を導き

かねない．そこで平均から±3標準偏差の値を外れ値の閾値と判断し，この範囲を超える

数値を閾値に置き換えて補訂した．

分析の対象とする市区町村は，「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（国立社

会保障・人口問題研究所 2018）と同じ2018年3月1日時点の1,798市区町村（東京23区

（特別区）および 12政令市の128区と，この他の766市，713町，168村）と，福島県の59市

町村をあわせた合計1,857としたが，このうち11の市区町村６）でベイズ推定合計出生率

（厚労省 2020）が欠測であるため，1,846市区町村について結婚力効果（総合効果，直接

効果，間接効果）と夫婦出生力効果を推計した．

2. 結婚力総合効果および完結結婚量にのみ基づく結婚力の直接効果の推計

まず，完結結婚量に基づく直接効果，結婚タイミングに基づく間接効果を合わせた結婚

力の総合効果の算出に使用する対数合計出生率モデル（(17)式）の推定結果を表1に示す．

下記の対数線形式に，市区町村iの合計出生率実績値の対数値および女性の有効有配偶

者割合を適用すれば，残差項として各自治体の結婚力に依存しない夫婦出生力効果の対数

値が得られる．
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表１ 対数合計出生率モデルの推定結果（完結結婚量および結婚タイミングによる結婚力総合効果）

パラメータ推定値 標準誤差 t値 p値 95%信頼区間

切片：lnTF・R
c

0.394 0.002 164.9 0.000 0.390 0.399

基準化対数女性有配偶者割合の係数：・・ 0.773 0.021 37.1 0.000 0.732 0.814

n=1,846,自由度調整済みR
2
=0.427

6）合計出生率のベイズ推定値については，東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故に伴う避難指示区

域などの被災地域における一部の人口過小地域は除外されている．欠測となっているのは以下の11町村：宮城

県女川町，福島県南相馬市，福島県広野町，福島県楢葉町，福島県富岡町，福島県川内村，福島県大熊町，福

島県双葉町，福島県浪江町，福島県葛尾村，福島県飯舘村．



lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・ln・PM

i
・43.8・・u

i

・0.394・0.773・ln・PM
i
・ u

i
.

(33)

続いて，完結結婚量のみに基づく結婚力の直接効果を操作変数法により推定する．第一

段階で基準化対数男性人口割合ln・PP
M
で基準化対数女性有配偶者割合ln・PM

i
を説明

するモデルを推定し（(25)式），予測値ln・PM
・i

を得る．表2に第一段階の推定結果を示

した．

推定された係数を用いて下記のとおり基準化対数女性有配偶者割合の予測値を得る．

ln・PM
・i

・ c・0・・・0ln・PP
M,i

・0.003・0.400・ln・PP
M,i

.
(34)

この基準化対数女性有配偶者割合の予測値をつかって，第二段階の(27)式を推定すると

表3に示すように基準化対数女性有配偶者割合の係数は0.628と推定された．つまり，結

婚タイミングが夫婦の子ども数を介して合計出生率に影響する効果が取り除かれたため，

(33)式の結婚力総合効果（・・=0.773）よりも傾きが低下している．総合効果と完結結婚量

のみによる効果の差分・・・・・IVは0.145と推定される．これが，結婚タイミング（結婚年

齢構造）が夫婦の子ども数を介して合計出生率に影響する効果である．

推定された係数で(31)式を表記すると以下のようになる．
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表３ 操作変数法第二段階：対数基準化女性有配偶者割合予測値による対数合計出生率モデルの

推定結果（完結結婚量のみによる直接効果）

パラメータ推定値 標準誤差 t値 p値 95%信頼区間

切片：c 0.396 0.003
(0.003)

152.5
(117.4)

0.000
(0.000)

0.391
(0.389)

0.401
(0.492)

基準化対数女性有配偶者割合の係数：・・IV 0.628 0.114
(0.148)

5.53
(4.3)

0.000
(0.000)

0.405
(0.338)

0.851
(0.917)

n=1,846,修正後自由度調整済みR
2
=0.412(0.009)

注：標準誤差，t値，自由度調整済みR
2
は脚注3に基づく修正値（( )内は修正前の値）．

表２ 操作変数法第一段階：基準化対数男性人口割合で説明する基準化対数女性有配偶者割合

モデルの推定結果

パラメータ推定値 標準誤差 t値 p値 95%信頼区間

切片：c・0 0.003 0.003 1.28 0.199 -0.002 0.009

基準化対数男性人口割合の係数：・・0 0.400 0.049 8.11 0.000 0.303 0.496

n=1,846,自由度調整済みR
2
=0.034



lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・IVln・PM

i
・・・・・・・IV・ln・PM

i
・ u

i

・0.394・0.628・ln・PM
i
・0.145・ln・PM

i
・ u

i
.

(35)

この対数線形モデルを真数の形に戻し，有効有配偶者割合の全国値を43.8％として各市

区町村の合計出生率TFRを表すと，有配偶者割合およびモデル残差項から，完結結婚量

に基づく結婚力の直接効果I・q，結婚タイミングに基づく結婚力の間接効果I・t，結婚力に

依存しない夫婦出生力効果I・の推計値を得る．なおTF・R
c
は女性有配偶者割合の全国値

に対応する合計出生率のモデル推定値（全国水準）である．

TFR
i
・exp0.394・・PM

i
・PM

I
・
0.628

・・PM
i
・PM

I
・
0.145

・expu
i

・1.484 ・・PM
i
・43.8・

0.628
・・PM

i
・43.8・

0.145
・expu

i

・TF・R
c

・ I・q
i

・ I・t
i

・ I・
i
.

(36)

夫婦の子ども数を介した影響も含めた結婚力総合効果I・は，(13)式のとおりI・qとI・tの

積で表せる．推計された結婚総合力効果I・と（結婚タイミングの間接効果を除去した）

夫婦出生力効果I・の相関係数は－0.003であり，相関のない分解となっていることがわか

る．

Ⅴ．市区町村の結婚力効果と夫婦出生力効果および完結結婚量と夫婦完結出生児

数の推計

図6には，基準化対数女性有配偶者割合と対数合計出生率の散布図を示した．破線の傾

きは，操作変数法によって推定された夫婦の子ども数に影響しない完結結婚量に基づく結

婚力の対数合計出生率に対する直接効果である．一方，実線の傾きは，結婚タイミングに

よる夫婦の子ども数を介して合計出生率を変動させる間接効果も含めた結婚力の総合効果

である．

ここで京都府上京区（Kg）を例に図における各指標を確認する．京都府上京区は女性

の20～39歳有配偶者割合が30.9％（全国値は43.8％），合計出生率は0.95なので基準化対数

有配偶者割合ln・PM
Kg
は－0.340（=ln（30.9/43.8）），対数合計出生率lnTFR

Kg
は－0.051

（=ln0.95）である．入力値と推定されたパラメータを用いて(31)式の分解式を示す．

lnTFR
Kg

・0.051

・0.394 ・・0.628・・・0.340・・・・・0.773・0.628・・・・0.340・・・・・0.176・

・0.394 ・ ・・0.219・ ・ ・・0.051・ ・・・0.176・

・lnTFR
c
・ lnI・q

Kg
・ lnI・t

Kg
・lnI・

Kg
.

(37)
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つまり，京都府上京区の対数合計出生率－0.051は，対数標準合計出生率lnTFR
c
の

0.394，対数結婚力直接効果lnI・q
Kg
の－0.219，対数結婚力間接効果lnI・t

Kg
の－0.051，対

数夫婦出生力効果lnI・
Kg
の－0.176に分解される．これら各要素を真数に戻した数値は，

以下のI指標の算出式の結果と一致する．

I・q
Kg

・・PM
Kg
・PM

Kg
・
0.628

・・30.9・43.8・
0.628

・0.803,

(38)

I・t
Kg

・・PM
Kg
・PM

Kg
・
・0.773・0.628・

・・30.9・43.8・
0.145

・0.951,

(39)

I・
Kg

・expu
Kg

・0.839.
(40)

京都府上京区の結婚力の直接効果と間接効果をかけあわせた結婚力総合効果（0.764=

0.803×0.951）は，表1の有配偶者割合効果の係数と上京区の有配偶者割合を用いたモデ

ル値と一致する．

I・
Kg

・・PM
Kg
・43.8・

0.773

・・30.9・43.8・
0.773

・0.764.

(41)

標準合計出生率の1.484（=exp0.394）に対し，結婚力の直接効果と間接効果を合わせた

結婚力の総合効果は0.764，すなわち上京区の結婚力は全国に比べ合計出生率を76％に抑

制している（完結結婚量効果は80％に抑制，結婚タイミング効果は95％に抑制）．そして

完結結婚量および結婚タイミングによる影響を統制してもなお残る出生力の差異，ここで

は主に夫婦出生力の効果と解釈すると，夫婦出生力効果は0.839，すなわち全国標準出生

率を84％に抑制していると理解できる．京都府上京区は合計出生率が低い自治体であるが，

結婚後の夫婦の行動による抑制は84％であるのに対し，結婚が少なく遅いために抑制され

る効果は76％と結婚による抑制効果がより大きいことがわかる．この両者の効果によって

上京区の合計出生率は標準に比べ64％（=84％×76％）という低い値に抑制されている．
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それでは全国の市区町村の推計結果を確認してみよう．結婚力総合効果I・が1を超え

る（全国水準よりも高い）か否か，結婚力に依存しない夫婦出生力効果I・が1を超える

か否かで市区町村を4つのグループに分ける．結婚力総合効果も夫婦出生力効果も1以下

のグループをA，結婚力は1を上回るが夫婦出生力が低いグループをB，結婚力は低い

が夫婦出生力が1を超えるグループをC，結婚力も夫婦出生力も高いグループをDとす

ると，1,846の市区町村はそれぞれ467（25.3％），547（29.3％），343（18.6％），489

（26.5％）に分類された．

図7には結婚力総合効果・夫婦出生力効果の組み合わせ4パターン別の空間的分布を示

した．結婚力総合効果も夫婦出生力効果も高いのは沖縄県，九州南部・東部，中国地方，

近畿日本海側，岐阜県北部，岩手県東部，北海道東部根室地域などである．九州北西部で

は結婚力効果は低いが夫婦出生力は高い．反対に北海道，東北地方など東日本の多くでは

結婚力効果は高いが夫婦出生力効果が低い．都市部では両方とも低いことがわかる．なお，

モデルにより得られた各効果指標の基本統計量を表4左に示した．
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図６ 基準化対数女性有配偶者割合と対数合計出生率の関係を示す散布図（京都府上京区の

結果を例示）

(Kg)(-0.349, -0.051)

lnTFRi = lnTFRc + βIVlnΔPMi
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注:京都府上京区（Kg）は，2015年の女性有配偶者割合（有効有配偶者割合）が30.9％，TFRが0.95である
ので，基準化された対数女性有配偶者割合は-0.349，対数合計出生率は-0.051となる．標準の対数合計出生率
は0.394である．上京区の特徴を示す，結婚力直接効果の対数値lnI・qは-0.219，夫婦の子ども数を介する結婚
力の間接効果の対数値lnI・tは-0.051，結婚力に依存しない対数夫婦出生力効果の対数値lnI・は-0.176である
と推計される．



最後に本研究における効果指標がどのように活用できるかを示したい．離死別再婚過程

と未婚者からの出生を無視できれば，女性一人あたりの最終的な子ども数は概ね女性の再

生産期間完了時である50歳時有配偶者割合PM50（離死別の発生を無視すれば既婚者割合

と同等）と夫婦完結出生児数CEB45・（childreneverborn）に分解できる．例えば2015

年の国勢調査によれば，女性50歳時点の既婚者割合の全国値は85.9％７），妻が45～49歳の

夫婦のいる世帯の平均子ども数（妻40～44歳の同居児数に基づく推計値）は1.660人であっ

た８）．この場合，女性一人あたりの子ども数は1.426となる．ちなみに2015年の期間指標

である合計出生率全国値は1.450であり近い値とはなっているが，前述の推計に用いられ

た国勢調査における子ども数は同居児に限定されるため夫婦の出生児数よりも過小になっ

ている可能性に留意が必要である．
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7）既婚者割合は有配偶，離別，死別を合計した割合．45～49歳と50～54歳の既婚者割合を平均した．

8）国勢調査の子ども数は，母親と同居する子ども数であるため，子どもの年齢が高くなると離家が進み出生児

数よりも過小となる．そこで2015年の人口動態統計から，42歳までの累積出生率と47歳までの累積出生率との

比1.006を求め，妻40代前半の子ども数（1.65）に乗じて妻40代後半の子ども数を推計した（1.66）．また国勢

調査の結果では子ども4人以上が一括されているため，平均値の算出にあたっては，人口動態統計における近

年の出生順位別構造を参照し，内訳を4人が75％，5人が25％として求めた．

図７ 結婚力総合効果と夫婦出生力効果の組み合わせ４パターンの空間分布



TFR・PM50・CEB45・

・0.859・1.660

・1.426.

(42)

そして，標準となる50歳時有配偶者割合PM
c
50を，完結結婚量効果を示すI・q

i
（図5の

①a）で調整すれば，各市区町村の50歳時有配偶者割合PM
・i

50が推計でき，標準となる夫

婦完結出生児数CEB
c
45・を，結婚のタイミング効果を示す I・t

i
（①b）と夫婦出生力効果

I・
i
（②）で調整すれば，各市区町村の夫婦完結出生児数CE・B

i
45・が推計できる．今回，有

配偶者割合は推計後の市区町村別15～49歳女性人口加重平均値が85.9％になるよう標準水

準PM
c
50を設定したところ86.0％となった．また夫婦完結出生児数は市区町村別15～49歳

有配偶女性人口による加重平均値が1.660になるよう設定したところ，標準水準CEB
c
45・

は1.710となった．

TFR
i
・TFR

c
・ I・q

i
・ I・t

i
・ I・

i

・・PM
c
50・I・q

i
・・・CEB

c
45・・I・t

i
・I・

i
・

・・0.860・I・q
i
・・・1.710・I・t

i
・I・

i
・

・PM
・i

50・CE・B
i
45・ .

(43)

なおここで推計される完結有配偶者割合（既婚者割合）と夫婦完結出生児数は，期間デー

タ情報に基づく生涯指標の推計であるため，コーホート指標としての完結有配偶者割合や

完結出生児数とは，相関はあるものの異なる指標であることに注意が必要である．つまり，

ここでの市区町村別の推計値は，全国値に基づいた標準水準が与えられた場合に，当該年

次の結婚力効果，夫婦出生力効果の地域差を利用して推計された期間指標となる．表4右

には，標準水準と市区町村別効果指標によって推計された各市区町村の女性50歳時有配偶

者割合PM
・i

50と夫婦完結出生児数CE・B
i
45・の基本統計量を示した．50歳時有配偶者割合の

市区町村別推計値と2015年国勢調査による市区町村別50歳時既婚者割合との相関係数は0.

376であった．

これらの推計値が実際の地域差とどの程度整合的かを確認するために，地域差がわかる

実績値と比較をした．表5上段には女性50歳時有配偶者割合の推計値と2015年国勢調査の

結果を地域ブロック別９）に示している．南関東で低く，東海，北陸甲信越で高いといった

実績値の傾向が再現されている．
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9）地域ブロックは，北海道：北海道．東北：青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県．北関東：茨

城県，栃木県，群馬県．南関東：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県．北陸甲信越：新潟県，富山県，石川県，

福井県，山梨県，長野県．東海：岐阜県，静岡県，愛知県，三重県．近畿：滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，

奈良県，和歌山県．中国・四国：鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，高知

県．九州・沖縄：福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県．



夫婦の完結出生児数の地域分布については，標本調査の結果を参照する．通常，対象者

数が希薄となる詳細な地域比較は困難であるが（石井・岩澤 2014），山内が2000～2010年

に実施された複数の社会調査15回分を用いて，地域ブロック別の夫婦の完結出生児数（45

歳以上の有配偶女性の既往出生児数・完結出生児数）を算出しているので（山内 2017），

その結果との比較を試みた．表5中段には国勢調査の妻40～44歳夫婦の同居児に基づく妻

45～49歳夫婦の同居児数（完結出生児数）の地域ブック別集計値と本研究における推計値，

下段には標本調査集計値（山内 2017）と本研究における効果指標を用いた推計値を示し

た．全国値が一致するよう推計しているので，絶対水準は評価しないが，地域ブロック別

の格差，例えば，南関東，北海道が低く，北陸甲信越，九州沖縄で高い傾向は概ね再現で

きていることがわかる．標本調査の結果は2000～2010年の実態，本推計が2015年前後の実

態を反映していることを考えると，東北地方が本推計で低めとなっていることは，東北地

方の合計出生率が2008年以降低迷している実態とむしろ整合的な結果と言える．同様に中

国・四国，九州・沖縄の推計値の高さは，2010年以降にこの地域で見られた合計出生率の

顕著な回復を反映していると見られる．
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表４ 推計された各効果指標（左）および女性50歳時有配偶者割合，夫婦完結出生児数（右）の

基本統計量

基本統計量
標準合計
出生率

結婚力
直接効果
（完結結
婚量）

結婚力間
接効果

（結婚タイ
ミング）

夫婦出生力
効果

女性50歳時
有配偶者割合(%)

推計

（参考）女性50歳
時既婚者割合(%)
実績（国勢調査）

妻45～49歳夫婦
完結出生児数(人)

推計

TFR
c

I・q I・t I・ PM
・i

50
PM50 CE・B45・

標準水準算
出ベース

－ － － －
全国実績値85.9%

（2015年国勢調査）

全国推計値1.66
（2015年国勢調査，
妻40～44歳同居
児数に基づく推

計）

全国実績値2.10
（2000～2010年
標本調査，妻45
歳以上出生児数，
山内 2017）

標準水準 1.484 － － － 86.0 － 1.710 2.164

最小値 － 0.774 0.943 0.696 66.6 64.5 1.165 1.474

P05 － 0.891 0.974 0.862 76.6 80.2 1.472 1.862

P25 － 0.968 0.992 0.935 83.2 85.5 1.600 2.024

P50（中央値） － 1.010 1.002 0.987 86.8 88.0 1.694 2.143

P75 － 1.052 1.012 1.058 90.4 90.1 1.815 2.296

P95 － 1.120 1.027 1.208 96.4 92.9 2.066 2.613

最大値 － 1.215 1.046 1.609 104.5 97.5 2.770 3.504

標準偏差 － 0.071 0.017 0.106 6.115 4.053 0.184 0.233

平均値 － 1.008 1.001 1.005 86.7 87.4 1.722 2.178

標準誤差 － 0.002 0.000 0.002 0.142 0.094 0.004 0.005

15～49歳女性人
口加重平均

15～49歳女性人
口加重平均

15～49歳有配偶
者女性人口加重

平均

15～49歳有配偶
者女性人口加重

平均

加重平均値 － － － － 85.9 85.7 1.660 2.100

注1：対象市区町村数は1,846．

注2：標準合計出生率は(32)式による女性有配偶者割合全国値に対応する推定値（全国水準）．女性50歳時有配偶者割合（離死別発

生を想定しなければ既婚者割合と同等）の標準水準は，全国平均（市区町村の15～49歳女性人口加重平均）が2015年国勢調査によ

る全国実績値85.9：（45～49歳，50～54歳既婚者割合の平均値）になるよう標準水準を設定した（86.0％）．夫婦完結出生児数は全国

平均（市区町村の15～49歳有配偶女性人口加重平均）が2015年国勢調査推計値1.660（妻40～44歳同居児数に基づく45～49歳平均子

ども数推計値），山内（2017）における標本調査の全国値2.10になるよう，それぞれ標準水準を設定した（1.710，2.164）．



このように，まったくソースが異なるデータを用いているにもかかわらず，概ね両者の

地域格差の傾向が似ていることは（相関係数は0.91），標本調査の精度の高さと同時に本

研究におけるモデリング・分解手法の妥当性を示すものだと言って良い．夫婦の完結出生

児数は標本調査により調べられ全国値しか得られないことが多いが，その全国値が得られ

れば，本研究で示した手法に基づく効果指標を用いて，少なくとも地域ブロック別の推計

値や，場合によっては都道府県や市区町村の夫婦の完結出生児数を推計することが可能に

なる．
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表５ 地域ブロック別にみた，女性50歳時有配偶者割合（上段），国勢調査ベースの夫婦完結出生児数

（中段），標本調査ベースの夫婦完結出生児数（下段）の実績値と本研究の推計値

指標／地域ブロック（注1） 全国 北海道 東北 北関東 南関東
北陸甲
信越

東海 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

女性50歳時有配偶者割合（2015年）
（2015年国勢調査，既婚者割合）

地域ブロック別集計値 85.9 82.8 87.5 88.9 84.5 88.8 88.7 85.1 86.7 84.8

女性50歳時有配偶者割合（標準水
準(86.0)×結婚力直接効果）(2013～
2017)）（本研究）（注2）

市区町村の中央値 86.8 89.3 87.3 86.2 84.2 87.2 89.9 84.3 87.1 87.6

市区町村の平均値 86.7 89.3 87.4 85.7 83.7 86.8 89.6 83.5 86.8 87.9

市区町村の女性人口加
重平均値

85.9 83.9 86.7 88.1 84.3 87.7 89.9 84.4 87.6 85.5

指標／地域ブロック（注1） 全国 北海道 東北 北関東 南関東
北陸甲
信越

東海 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

夫婦の完結出生児数（2015年国勢
調査）（注3）

地域ブロック別集計値 1.66 1.53 1.69 1.70 1.52 1.75 1.72 1.69 1.75 1.82

夫婦の完結出生児数（標準水準
(1.71)×結婚力間接効果×夫婦出
生力効果(2013～2017)）（本研究）
（注4）

市区町村の中央値 1.69 1.59 1.66 1.64 1.57 1.76 1.69 1.68 1.80 1.97

市区町村の平均値 1.72 1.58 1.66 1.65 1.56 1.76 1.70 1.68 1.80 1.99

市区町村の有配偶女性
人口加重平均値

1.66 1.53 1.63 1.65 1.54 1.71 1.70 1.67 1.78 1.90

指標／地域ブロック（注1） 全国 北海道 東北 北関東 南関東
北陸甲
信越

東海 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

夫婦の完結出生児数（2000～2010
年標本調査）（山内 2017）（注5）

中央値 2.10 2.03 2.13 2.08 1.97 2.18 2.14 2.06 2.15 2.27

夫婦の完結出生児数（標準水準
(2.16)×結婚力間接効果×夫婦出
生力効果(2013～2017)）（本研究）
（注6）

市区町村の中央値 2.14 2.01 2.10 2.08 1.98 2.22 2.14 2.12 2.27 2.49

市区町村の平均値 2.18 2.00 2.10 2.09 1.98 2.23 2.15 2.12 2.28 2.52

市区町村の有配偶女性
人口加重平均値

2.10 1.94 2.06 2.09 1.95 2.17 2.15 2.11 2.26 2.40

注1：地域ブロックは本文脚注9を参照．

注2：推計値の15～49歳女性人口の加重平均が2015年国勢調査の50歳時既婚者割合全国値（85.9％）となるよう標準水準を設定した

（86.0％）．

注3：2015年国勢調査における妻40～44歳同居児数を，45～49歳同居児数に換算した夫婦完結出生児数．

注4：推計値の全国平均（市区町村の15～49歳有配偶女性人口加重平均）が国勢調査の全国値1.66になるように標準水準を設定した

（1.71）．

注5：複数の社会調査15回分から得た45歳以上の有配偶女性の既往出生児数．

注6：推計値の全国平均（市区町村の15～49歳有配偶女性人口加重平均）が山内集計の全国値2.10になるように標準水準を設定した

（2.16）．



Ⅵ．結論

人口の規模や年齢構造が大きく異なる市区町村において出生力を比較する際には合計出

生率が有用である．しかし，地域差が結婚力の差異によるのか夫婦出生力の差異によるの

かがわかれば，少子化過程の理解や対応策の議論はさらに進むであろう．地域の出生力変

動を結婚力の差異と夫婦出生力の差異に分解する試みは，これまでも間接標準化法を用い

たコールのI指標（CoaleandWatkinseds.1986）や山内による子ども女性比の分解

（山内 2006）で提案されていた．しかし 間接標準化法では年齢構造が完全には標準化さ

れない問題があるほか，これらのモデルが結婚年齢構造の差異を十分に考慮できていない

ことも問題視されていた（S�anchez-Barricarte2001）．そこで本研究では，結婚力が出生

力に影響するメカニズムを整理した上で，1,800を超える市区町村が持つ情報を用いて，

再生産年齢女性の有配偶者割合が合計出生率を説明する対数線形モデルを推定し，合計出

生率の地域差をもたらす結婚力効果（完結結婚量による直接効果と結婚タイミングよる間

接効果）と夫婦出生力効果を推計する方法を提案した．

2013～2017年のベイズ推定合計出生率（厚労省 2020）と2015年国勢調査による20～39

歳の日本人女性の平均有配偶者割合の実績値を用いてモデルパラメータを推定した．それ

により，市区町村iにおける(1)完結結婚量による結婚力の直接効果I・q，(2)結婚タイミン

グによる夫婦の子ども数変動を経由する結婚力の間接効果I・t，(3)結婚力に依存しない純

粋な夫婦出生力効果と考えられるI・を推計するための式を得た．なおモデル残差である

夫婦出生力効果には結婚力で説明できない全ての効果が含まれるため，今回考慮されてい

ない離再婚の影響や測定誤差が含まれる方法論的限界に注意が必要である．

以下の式に関心のある地域の合計出生率TFR
i
および20～39歳女性の有配偶者割合PM

i

（5歳階級の平均）の実績値，全国の20～39歳女性の有配偶者割合（43.8％）を与えれば，

当該地域の上記の相対効果(1)(2)(3)を推計できる．

TFR
i
・exp0.394・・PM

i
・43.8・

0.628
・・PM

i
・43.8・

0.145
・expu

i

・1.484 ・ I・q
i

・ I・t
i

・ I・
i

(44)

(1)(2)を合わせたものが結婚力の総合効果，(3)が結婚行動に依存しない夫婦出生力効果

であるので，市区町村の結婚環境の評価には前者の指標を活用し，夫婦の出産・子育て環

境の評価には後者が活用できる．また，標準となる全国の50歳時有配偶者割合および夫婦

の完結出生児数が得られれば，上記の相対指標を用いて，合計出生率を構成する当該市区

町村の50歳時有配偶者割合PM
・i

50と夫婦の完結出生児数CE・B
i
45・を推計することもできる

（(43)式）．2015年国勢調査における市区町村別女性50歳時有配偶者割合と今回の推計値を

比較し，また，全国標本調査から得られた実際の夫婦完結出生児数と推計値を地域ブロッ

ク別に集計し比較したところ，概ね整合的な結果が得られた．なお，本論文に用いた市区

―102―



町村別入力データや結果データ，地図は，付録としてウェブ上に公開している．

今回は地理的バリエーションの評価に利用したが，時間の次元を導入すれば時系列変化

の記述にも利用できる．一方，今後の課題としては，異なる年次データによる推定パラメー

タの安定性の確認やモデル残差を用いた夫婦出生力効果を精査すること（IIIの3で述べ

た空間的従属性の検証や離再婚効果の分離など）が残されている．

本研究で用いたのは，市区町村別の合計出生率（厚労省 2020）と国勢調査による再生

産年齢女性の有配偶者割合という比較的簡単に入手・加工できる変数と，最小二乗法によ

る単回帰モデルの推定という極めて単純な方法である．しかし，結婚力や出生力の関係に

関する適切なメカニズムが仮定できれば，出生力変動における結婚力効果および夫婦出生

力効果の推計がある程度可能であることが示された．こうした分析が可能なのは，1,800

以上ある市区町村データには豊かな情報が含まれているということにほかならない．本研

究は，人口学の理論や方法論が，こうした市区町村データから有用な情報を取り出す有効

なツールであることを示している．

（2022年1月20日査読終了）
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NuptialityandMaritalFertilityEffectonMunicipality-levelTFRin
Japan:AnapplicationofLog-LinearModel

IWASAWAMiho,SUGAKeita,KAMATAKenji,YODAShohei,and

KANEKORyuichiiii)

Thetotalfertilityrateisanidealperiodmeasureforanassessmentofregionaldifferencesin

fertility.However,itdoesnotuncoverunderlyingcomponentsofdeterminants:nuptialityand

maritalfertility.Toenhanceunderstandingofthefertilitydeclineprocessesandrespectiveregional

patterns,severalmethodsfordecompositionwereproposed.CelebratedCoale'sIindices(Coale

andTreadway1986)andYamauchi'smodelforachild-womanratio(Yamauchi2006)likeothers

havesomelimitationsrelatedtoindirectstandardizationandmeasurementofmaritalfertility.

Thisstudyre-examinesthecausalrelationshipsbetweenmaritalfertilityandnuptiality,and

thenthelatterwasfurtherdividedintodirecteffectongeneralfertilityandanindirecteffectvia

maritalfertilityofmarriagetiming.Wespecifytheserelationshipsbetweenthetotalfertilityrate

andtheproportionmarriedofreproductive-agewomeninthelog-linearform,whichaidstorecover

thecomponentssimilartotheCoale'sIindices.

Ourestimatesforthecompletenumberofchildreneverborndemonstrateclosesimilarityto

theregionalpatternsshownbytheresultfromsamplesurveysandthePopulationCensusofJapan.

Thissuggeststhatonlywithrelativelysimplevariablesandmethods,demographictheoriesand

methodologiescanprovideusefulinformationinpractice.

【KeyWords】municipality-leveltotalfertilityrate,nuptiality,maritalfertility,log-linearmodel
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